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人 事 課 

 

議案第５４号 

港区職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 

１ 目  的 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）の一部改正に伴

い、条例で定めることとされた新たな取得形態の部分休業の承認に係る条件等を定め

るため、港区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正します。 

 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の改正概要 

育児を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするため、地方公務員の

部分休業制度を拡充します。 

＜部分休業制度のイメージ図＞ 部分休業を取得する職員は、（１）又は（２）のいずれかを選択 

（１）１日につき２時間を超えない範囲の部分休業（第１号部分休業） 

 

    

     
  

（２）１年につき１０日相当の範囲の部分休業（第２号部分休業） 

  

 

 

 
 
 

３ 改正内容 

（１）第２号部分休業の請求上限時間数※を定めます。 

※ 常 勤 職 員：１年につき７７時間３０分（１０日相当） 

 非常勤職員：１年につき１日当たりの平均勤務時間数×１０日 

（２）特別な事情（配偶者の負傷、疾病による入院等によって子の養育に著しい支障が

生じる場合）がある場合には部分休業の取得形態を変更できることとします。 

（３）第１号部分休業を取得する職員との均衡から、子育て部分休暇※を取得する職員 

については、第２号部分休業を承認できないこととします。 

        ※ 子育て部分休暇：小学校に就学している子を養育する職員が１日につき２時間を超えない 

              範囲で取得できる休暇制度をいいます。 

（４）第１号部分休業及び第２号部分休業のいずれも勤務時間の始めと終わりに限らず

柔軟に部分休業を取得できるようにするなどの必要な規定を整備します。 

 

 

令和７年６月３０日 資料№７ 
総 務 常 任 委 員 会 

勤務時間 

部分休業 

３０分単位（２時間以内） 
勤務時間 

８時３０分 １７時１５分 

８時３０分 １７時１５分 

部分休業 

１時間単位 

 

 

 

 

 

 

 ２時間以上の部分休業の取得も可 

1 日単位の部分休業の取得も可 

新たに追加する 
部分休業の取得 
形態 

現行の部分休業 
の取得形態 
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４ 施行期日 

令和７年１０月１日 
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令和７年６月３０日  資料№７－２
総 　務 　常 　任 　委 　員　会
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